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中間評価指標について
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患者の苦痛に対して、迅速かつ適切なケアが十分提供されていない。

緩和ケア研修会の受講勧奨、受講の利便性の改善、内容の充実が求
められている。

苦痛のスクリーニングの診断時からの実施、緩和ケアの提供体制の
充実

緩和ケア研修会の内容や実施方法の充実

全国のがん患者の患者体験調査 （n=5234）

からだのつらさがあると答えた患者の割合 34.5％

気持ちのつらさがあると答えた患者の割合 28.3％

出典：平成27年患者体験調査

小児・ＡＹＡ世代のがん経験者の長期フォローアップ
体制の整備

認知症等を合併したがん患者や、看取り期における
高齢のがん患者の意思決定支援策の検討

がん相談支援センターが十分に利用されていない。
がんに関する情報が氾濫し、正しい情報取得が困難な場合がある。

治療早期からのがん相談支援センターの利用促進、体制整備
科学的根拠に基づく情報提供、医業等のウェブサイト監視体制強化

拠点病院等と地域の医療機関等との連携、在宅医療を提供する施
設におけるがん医療の質の向上を図る必要がある。

多職種連携の推進、地域の施設間の調整役を担う者の養成

離職防止や再就職等の就労支援に、充実した支援が求められている。

アピアランスや生殖機能温存等の相談支援、情報提供する体制が構
築されていない。

小児・ＡＹＡ世代において、多様なニーズが存在し、成
人のがんとは異なる対策が必要とされている。

高齢者は、認知症を合併することが多いが、がん医療
における意思決定等の基準は定められていない。

現状・課題

現状・課題現状・課題

現状・課題

取り組むべき施策

現状・課題

３．がんとの共生
緩和ケア

相談支援・情報提供

社会連携に基づくがん対策・がん患者支援

ライフステージに応じたがん対策

がん患者の就労支援・社会課題への対策

がん患者への「トライアングル型サポート体制」の構築

アピアランス支援研修会の開催、生殖機能温存等に関する相談支援、
情報提供のあり方の検討

企業

両立支援コーディネーター

医療機関

主治医
（意見書作成）
医療ソーシャル
ワーカー

産業医
産業保健スタッフ
人事労務担当
（両立支援プラン作成）

（相談）
患者・家族

（調整） （調整）

（相談）

治療と仕事両立プラン作成支援

治療情報を共有し、継続的に支援

出典：平成29年３月28日
働き方改革実行計画改変

取り組むべき施策

取り組むべき施策

取り組むべき施策

取り組むべき施策
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がん患者が住み慣れた地域社会で生活をしていく中で、必要な支援を受けることができる環境を整備する。関係者等が、医療・福祉・介護・産業保
健・就労支援分野等と連携し、効率的な医療・福祉サービスの提供や、就労支援等を行う仕組みを構築することで、がん患者が、いつでもどこに居
ても、安心して生活し、尊厳を持って自分らしく生きることのできる地域共生社会を実現する。

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3001 自分らしい日常生活が送ることがで
きていると感じるがん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問35-7）

70.5%
［80.8%］（※）

［77.7%］
（2014年度調査）

3002 がん診断～治療開始前に病気や療
養生活について相談できたと感じる
がん患者の割合

2018年度患者体験調査
(問12）

76.3% 67.4%
（2014年度調査）

3003 家族の悩みや負担を相談できる支
援が十分であると感じているがん患
者・家族の割合

2018年度患者体験調査
（問30-2）

2019年度小児患者体験調査
（問40-2）

成人： 48.7%
［57.6%］（※）

小児： 39.7%

成人： ［37.1%］
（2014年度調査）

第１ 全体目標
３．尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

進捗状況
自分らしい日常生活を送ることができていると感じるがん患者の割合や、治療開始前に病気のことや療養生活に関して相談することができたと感じ
る患者の割合は、前回調査と比較可能な数値でみると、それぞれ増加している。また、家族の悩みや負担を相談できる支援が十分であると感じてい
る患者・家族の割合は、成人では前回調査と比較可能な数値でみると、37.1%から57.6%へ増加した。小児では初めて調査を実施し、39.7%であった。

がんになっても、患者とその家族が適切な医療のみならず、必要な支援を受け、自分らしく地域で日常生活を送ることができるよう、がん診療連携拠
点病院等（以下「拠点病院等」という）に設置しているがん相談支援センターや地域統括相談支援センター、民間団体による相談窓口、国立がん研究
センターのがん対策情報センターが運営する「がん情報サービス」等の活用を推進している。また、2019年3月に「がんとの共生のあり方に関する検討
会」を発足し、緩和ケアや相談支援・情報提供に関する質の向上、多様なニーズへの対応の向上にむけて、対策を検討しながら取組を進めている。

3

（※）前回調査と比較するために、実測値に比較補正係数をかけた値。
（注）項目番号3001-3003の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。

項目番号3003の小児患者体験調査の対象となる患者は18歳以下。回答者はその家族等。



項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3011 心のつらさがあるときに、すぐに医療
スタッフに相談できると感じている患
者の割合

2018年度患者体験調査
（問35-6）

32.8% なし

3012 身体的な苦痛を抱えるがん患者の
割合

2018年度患者体験調査
（問36-2）

44.6% 42.6%
（2014年度調査）

3013 精神心理的な苦痛を抱えるがん患
者の割合

2018年度患者体験調査
(問36-4）

38.0% 38.5%
（2014年度調査）

3014 身体的・精神心理的な苦痛により日
常生活に支障を来しているがん患者
の割合

2018年度患者体験調査
(問36-5)

30.8% なし

（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進
①－１緩和ケアの提供について

拠点病院等は、引き続き、がん診療に緩和ケアを組み入れた体制を整備・充実していくこととし、がん疼痛等の苦痛のスクリーニングを診断時から
行い、苦痛を定期的に確認し、迅速に対処することとする。

国は、患者等とのコミュニケーションの充実など、患者とその家族が痛みやつらさを訴えやすくするための環境を整備する。また、医療従事者が患
者とその家族の訴えを引き出せるための研究、教育及び研修を行う。

拠点病院等を中心としたがん診療に携わる医療機関は、院内の全ての医療従事者間の連携を診断時から確保する。また、緩和ケアチーム等の症
状緩和の専門家に迅速につなぐ過程を明確にすること、患者とその家族に相談窓口を案内すること、医療従事者から積極的な働きかけを行うこと等
の実効性のある取組を進める。

拠点病院等における連携を強化し、緩和ケアの機能を十分に発揮できるようにするため、院内のコーディネート機能や、緩和ケアの質を評価し改善
する機能を持つ「緩和ケアセンター」の機能をより一層強化する。また、「緩和ケアセンター」のない拠点病院等は、既存の管理部門を活用して、上記
の機能を担う体制を整備するほか、院内体制を整備し、緩和ケアの質の評価・改善に努める。さらに、緩和ケアの質の評価に向けて、第三者を加え
た評価体制の導入を検討する。

国は、専門的な緩和ケアの質を向上させるため、関係学会と連携して、緩和医療専門医、精神腫瘍医、がん看護関連の専門・認定看護師、がん専
門薬剤師、緩和薬物療法認定薬剤師、がん病態栄養専門管理栄養士、社会福祉士、臨床心理士等の適正配置や緩和ケアチームの育成のあり方
を検討する。

○身体的な痛みへの
ケアの実施

○基本的な緩和ケア
の実施体制の構築
○緩和ケアセンターの
あり方の検討

○実態・ニーズ調査の
結果を踏まえた緩和
ケア提供体制の検討

個別目標
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第２ 分野別施策と個別目標
３．尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

（注）項目番号3011-3014の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。
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進捗状況
心のつらさがあるときに、すぐに医療スタッフに相談できると感じている患者や、身体的・精神心理的な苦痛を抱えている患者、苦痛に伴い日常生活に
支障を来している患者の割合は、約３～４割を占めている。わが国では、がんと診断された時から、身体的・精神心理的・社会的苦痛等の「全人的な苦
痛」への対応を行うことを通じて、患者とその家族のQOLの向上を目指している。

「がん等における緩和ケアの更なる推進に関する検討会」における議論の整理を踏まえ、様々な取組を行っている。苦痛のスクリーニングを行い、迅
速に対応できるための研究の実施や、緩和ケア研修会のプログラムの改訂、「緩和ケアセンター」（※）の設置を都道府県がん診療連携拠点病院に加え
地域がん診療連携拠点病院（高度型）にも定める等、更なる推進に取り組んできた。
また、緩和ケアの質の向上にむけて、患者さんが受けられた医療に関するご遺族の方への調査（遺族調査）を行うとともに、拠点病院等の実地調査の
パイロット調査を実施し、今後の方策について検討を行っている。

※ 拠点病院等において、緩和ケアチーム、緩和ケア外来、緩和ケア病棟等の専門的な緩和ケアを統括する院内拠点組織のこと。

（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進
①－１緩和ケアの提供について



（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進
①－２緩和ケアの提供について
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進捗状況
患者さんが受けられた医療に関するご遺族の方への調査（遺族調査）を行ったところ、亡くなる前1ヶ月間の療養生活の質について、「痛みが少なく

過ごせた」かどうかの質問に対して「全くそう思わない（7.5%）」「そう思わない（11.6%）」「あまりそう思わない（10.1%）」「どちらとも言えない（11.3%）」と回答
した割合の合計が40.4%、「からだの苦痛が少なく過ごせた」かどうかの質問に対して「全くそう思わない（8.6%）」「そう思わない（13.6%）」「あまりそう思わ
ない（12.5%）」「どちらとも言えない（12.5%）」と回答した割合の合計が47.2%、「おだやかな気持ちで過ごせた」かどうかの質問に対して「全くそう思わない
（6.8%）」「そう思わない（10.0%）」「あまりそう思わない（10.6%）」「どちらとも言えない（14.9%）」と回答した割合の合計が42.3%という結果であった。

2019年度より、厚生労働科学研究にて、終末期の痛みの原因についての詳細な調査や呼吸困難、せん妄等に対するアルゴリズムの開発に取り組ん
でいる。また、「がんとの共生のあり方に関する検討会」のもとに「緩和ケアに係る部会（仮称）」を発足し、更なる緩和ケアに関する課題に対する必要な
取組について議論をする予定である。

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3015 療養生活の最終段階において、身体
的な苦痛を抱えるがん患者の割合

2018年度がん患者の療養生活の最
終段階における実態把握事業

40.4%（痛み）
47.2%（からだの苦痛）

なし

3016 療養生活の最終段階において、精神
心理的な苦痛を抱えるがん患者の
割合

2018年度がん患者の療養生活の最
終段階における実態把握事業

42.3% なし

国は、緩和ケアの質を評価するための指標や基準を確立する。また、実地調査や遺族調査等を定期的かつ継続的に実施し、評価結果に基づき、
緩和ケアの質の向上策の立案に努める。
国は、実地調査等を通じて、拠点病院等以外の病院における緩和ケアの実態や患者のニーズを把握する。 拠点病院等以外の病院においても、患
者と家族のＱＯＬの向上を図るため、医師に対する緩和ケア研修会等を通じて、緩和ケアの提供体制を充実させる。

国は、緩和ケア病棟の質を向上させるため、実地調査等の実態把握を行う。その上で、緩和ケア病棟の機能分化等（緊急入院にも対応できる緩和
ケア病棟と従来の療養中心のホスピス・緩和ケア病棟等）のあり方について検討する。

個別目標

○身体的な痛みへの
ケアの実施

○基本的な緩和ケア
の実施体制の構築
○緩和ケアセンターの
あり方の検討

○実態・ニーズ調査の
結果を踏まえた緩和
ケア提供体制の検討



項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3017 緩和ケア研修修了者数（医師・医師
以外）

2019年度がん等における新たな
緩和ケア研修等事業

139,467人 124,184人
（2018年度）

（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進
②緩和ケア研修会について

国及び拠点病院等は、拠点病院等以外の医療機関を対象として、研修会の受講状況を把握すること、積極的に受講勧奨を行うことを通じて、基本
的な緩和ケアを実践できる人材の育成に取り組む。また、国は、チーム医療の観点から、看護師、薬剤師等の医療従事者が受講可能となるよう、研
修会の内容・体制を検討する。

国は、拠点病院等以外の医療機関においても緩和ケアが実施されるよう、患者の視点を取り入れつつ、地域の実情に応じて、研修会の内容や実
施方法を充実させる。また、主治医が自ら緩和ケアを実施する場合の方法、緩和ケアチームへのつなぎ方、コミュニケーションスキル等、研修会の
内容の充実を図る 。研修会の評価指標については、修了者数や受講率のみならず、患者が専門的な緩和ケアを利用することができた割合等につ
いて調査を行った上で、達成すべき目標を明確にする。
国は、関係団体の協力の下に、拠点病院等における研修会の開催にかかる負担や受講者にかかる負担を軽減するため、座学部分はe learning を

導入すること、１日の集合研修に変更すること等、研修会の実施形式についての見直しを行う。また、がん患者の家族、遺族等に対するグリーフケア
の提供に必要な研修プログラムを策定し、緩和ケア研修会等の内容に追加する。
国は、卒後２年目までの医師が基本的な緩和ケアを習得するための方法について検討する。また、拠点病院等において、卒後２年目までの全て
の医師が、緩和ケア研修会を受講するよう、拠点病院等の整備指針を見直すなど、必要な施策を実施する 。

○身体的な痛みへの
ケアの実施

○基本的な緩和ケア
の実施体制の構築
○緩和ケアセンターの
あり方の検討

○実態・ニーズ調査の
結果を踏まえた緩和
ケア提供体制の検討

個別目標
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進捗状況
緩和ケア研修の修了者数は139,467人（2019年度）に達し、着実に増加している。引き続き修了者数を増やすために、2018年度よりe-learningを導入

し、また、患者の家族、遺族等に対するグリーフケアの提供についての研修プログラムを追加する等の見直しを行った。そして、対象疾患をがん以外の
疾患、受講者を医師以外の医療従事者、開催病院を拠点病院等以外にも拡大した。拠点病院等においては、自施設に所属する臨床研修医及び１年以
上所属するがん診療に携わる医師・歯科医師が当該研修を修了する体制を整備し、受講率を報告することとしている。



項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3018 国民の緩和ケアに関する認識（※１） 2019年度がん対策・たばこ対策に
関する世論調査

52.2% 56.1%
（2016年度調査）

3019 国民の医療用麻薬に関する認識
（※２）

2019年度がん対策・たばこ対策に
関する世論調査

48.3% 52.7%
（2016年度調査）

（１）がんと診断された時からの緩和ケアの推進
③普及啓発について

国及び地方公共団体は、患者とその家族が、痛みやつらさを感じることなく過ごすことが保障される社会を構築するため、関係団体と連携して、関
係者等に対して、正しい知識の普及啓発を行う。

国は、国民に対し、医療用麻薬に関する適切な啓発を行うとともに、医療用麻薬等の適正使用を推進する。がん診療に携わる医療機関は、地域の
医療従事者も含めた院内研修を定期的に実施する。医療用麻薬の使用法の確立を目指した研究を行う。また、在宅緩和ケアにおける適切な医療用
麻薬の利用について、検討する。

○身体的な痛みへの
ケアの実施

○基本的な緩和ケア
の実施体制の構築
○緩和ケアセンターの
あり方の検討

○実態・ニーズ調査の
結果を踏まえた緩和
ケア提供体制の検討

個別目標

8

進捗状況
「がんと診断されたときからの緩和ケア」を推進し、医療用麻薬の適切な啓発を行うため、日本緩和医療学会に事業委託し、市民公開講座等の国民に
対する定期的な緩和ケアに関する啓発事業を行っている。世論調査では、「緩和ケアを開始すべき時期」について質問したところ、「がんと診断されたと
きから」と回答した者の割合が52.2%、「医療用麻薬に対する認識」について質問したところ、「正しく使用すれば安全だと思う」と回答した者の割合が
48.3%であった。引き続き、国民に正しい知識を持って頂けるよう、緩和ケアの更なる普及啓発事業を進めていく予定である。

（※１）「緩和ケアを開始すべき時期」について、「がんと診断されたときから」と回答した者の割合
（※２）「医療用麻薬に対する認識」について、「正しく使用すれば安全だと思う」と回答した者の割合



（２）相談支援及び情報提供
①相談支援について

患者が、治療の早期からがん相談支援センターの存在を認識し、必要に応じて確実に支援を受けられるようにするため、拠点病院等や小児がん拠
点病院は、がん相談支援センターの目的と利用方法を院内に周知すること 、主治医等の医療従事者が、診断早期に患者や家族へがん相談支援
センターを説明することなど、院内のがん相談支援センターの利用を促進させるための方策を検討し、必要に応じて、拠点病院等や小児がん拠点病
院の整備指針に盛り込む。
拠点病院等は、がん相談支援センターの院内・院外への広報、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会等を通じて、

ネットワークの形成や、相談者からのフィードバックを得るための取組を引き続き実施する。また、ＰＤＣＡサイクルにより、相談支援の質の担保と格
差の解消を図る。
国は、相談支援に携わる者の質を継続的に担保する ための方策を検討し、必要に応じて拠点病院等の整備指針に盛り込む。

ピア・サポートについては、国が作成した研修プログラムの活用状況に係る実態調査を行う。ピア・サポートが普及しない原因を分析した上で、研修
内容の見直しや、ピア・サポートの普及を図る。

○関係学会との連携
や相談支援従事者
の研修のあり方等の
検討

○ピア・サポートの実
態調査、効果検証を
踏まえた研修内容の
見直し、ピア・サポー
トの普及

個別目標

9

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3021 がん診断～治療開始前に病気や療
養生活について相談できたと感じる
がん患者の割合（3002再掲）

2018年度患者体験調査
(問12）

76.3% 67.4%
（2014年度調査）

3022 家族の悩みや負担を相談できる支
援が十分であると感じているがん患
者・家族の割合（3003再掲）

2018年度患者体験調査
（問30-2）

2019年度小児患者体験調査
（問40-2）

成人： 48.7%
［57.6%］（※）

小児： 39.7%

成人： ［37.1%］
（2014年度調査）

3023 がん相談支援センター/相談支援セ
ンターについて知っているがん患者・
家族の割合

2018年度患者体験調査
(問31）

2019年度小児患者体験調査
（問41）

成人： 66.4%

小児： 66.4%

成人： 56.0%
（2014年度調査）

3024 ピアサポーターについて知っている
がん患者の割合

2018年度患者体験調査
(問32)

27.3% なし

（※）前回調査と比較するために、実測値に比較補正係数をかけた値。
（注）項目番号3021-3024の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。

項目番号3022・3023の小児患者体験調査の対象となる患者は18歳以下。回答者はその家族等。



（２）相談支援及び情報提供
①相談支援について

10

進捗状況
がん相談支援センターについて知っているがん患者の割合は、成人・小児ともに66.4%となっており、成人では前回調査と比較して、56.0%から増加した。
また、利用したことがある人（成人14.4%・小児34.9%）のうち、「役立った」と回答した人は、成人86.9%・小児83.0%であった。がん患者が、必要に応じて確実
に支援を受けられるよう、拠点病院等では初診時等にがん相談支援センターについて説明することや、広報を行うことを定め取組を促している。また、
国立がん研究センターでは、がん相談支援センターと図書館との連携ワークショップの開催により周知を図っている。

ピアサポーターについて知っているがん患者の割合は27.3%で、利用したことがある人（6.4%）のうち、「役に立った」と回答した人は88.1%であった。ピア
サポート（※１）活動は、患者やその家族の不安や悩みを軽減し、心理社会的な課題への取組の糸口を見つける上で重要であり、2018年度より「がん総
合相談に携わる者に対する研修事業」を実施している。患者団体及び関係学会と連携し、研修プログラム・テキストの改訂、都道府県に対する研修の企
画やフォローアップに関する支援、がん患者・拠点病院等・都道府県向けの研修等を行っている。引き続き、ピアサポート活動の普及に取り組んでいく。

※１ がん患者・経験者やその家族が、同じような経験を持つ者と体験を共有し、問題解決のために共に考える取組のこと。

治療開始前に病気のことや療養生活に関して相談することができたと感じる患者の割合は、前回調査と比較して、67.4%から76.3%へ増加した。また、家
族の悩みや負担を相談できる支援が十分であると感じている患者・家族の割合は、成人では前回調査と比較可能な数値でみると、37.1%から57.6%へ増
加した。小児では初めて調査を実施し、39.7%であった。多様なニーズに対応できるよう、がん相談員研修のプログラムの充実化や、事例の共有やネット
ワークの強化を図っている（※２）。また、がんとの共生のあり方に関する検討会では、地域全体でのがん相談支援体制について検討しており、「民間団
体によるがん患者等の相談支援に関する実態調査」（2019年度がん患者等に対する相談推進事業）の結果等を踏まえ、今後議論を行う予定。

※２ 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会、小児がん拠点病院連絡協議会相談支援部会を実施。



（２）相談支援及び情報提供
②情報提供について

国は、インターネット等を通じて行われる情報提供について、医療機関のウェブサイトの適正化を図るという観点から、医業等に係るウェブサイトの
監視体制の強化に努める 。

国、国立がん研究センター及び関係学会等は、引き続き協力して、がんに関する様々な情報を収集し、科学的根拠に基づく情報を国民に提供する。
また、ウェブサイトの適正化の取組を踏まえて、注意喚起等を迅速に行う 。

国及び国立がん研究センターは、関係団体と協力し、障害等の関係でコミュニケーションに配慮が必要な者や日本語を母国語としていない者の情
報へのアクセスを確保するため、音声資料や点字資料等を作成し、普及に努める。

○科学的根拠に基づく
情報を迅速に提供す
るための体制整備

個別目標

11

進捗状況
がん情報サービスにアクセスし、探していた情報にたどり着くことができた人の割合は、71.1%から71.6%とほぼ横ばいとなっている。がんに関する情報
は膨大で、科学的根拠に基づいているとは言えない情報が含まれていることがあり、国民にとって分かりやすく正しい情報を届けることは重要である。
そのため、「がん情報サービス」において、標準治療や治験、療養等に関する情報提供を行っている。また、国、国立がん研究センター及び関係学会等
は、拠点病院等に対し、診療・支援で積極的に活用することを促すとともに、国民にがん情報サービスを知っていただけるよう普及を図っている。厚生労
働科学研究等において、情報の分かりやすさ、信頼性、迅速性、アクセシビリティ等の観点から、がん情報提供のあり方について検討と取組を進める。

コミュニケーションに配慮が必要な人に対して、情報へのアクセスを確保するため、がん対策情報センターは関係団体と協力し、点字資料や音声資料
等を作成しており、2018年度に新たに8コンテンツ（音声）を更新し、2020年度においても更新作業を行っている。また、視覚や聴覚等の障がいをもつ方
について、情報資料を継続的に提供できるよう、厚生労働科学研究において、医療機関の受診や治療・ケアに関する実態やニーズ、課題の把握、障害
者福祉専門機関がもつ技術を医療機関で応用・普及するための方策の検討を進めている。

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3025 がん情報サービスにアクセスし、探し
ていた情報にたどり着くことができた
者の割合

2019年度国立がん研究センター
がん情報サービス調査

71.6% 71.1%
（2018年度調査）

3026 がん情報サービスにおける点字資料、
音声資料数、資料の更新数

2019年度国立がん研究センター
がん情報サービス調査

更新なし 8コンテンツ（音声）を更新
（2018年度調査）



（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
①拠点病院等と地域との連携について

国は、切れ目のない医療・ケアの提供とその質の向上を図るため、地域の実情に応じて、かかりつけ医が拠点病院等において医療に早期から関
与する体制や、病院と在宅医療との連携及び患者のフォローアップ のあり方について検討する。

国は、拠点病院等と地域の関係者等との連携を図るため、がん医療における専門・認定看護師、歯科医師、歯科衛生士、薬剤師、社会福祉士等
の役割を明確にした上で、多職種連携を推進する。その際、施設間の調整役を担う者のあり方や、「地域連携クリティカルパス」のあり方の見直しに
ついて検討する。

国は、地域で在宅医療を担う医療機関等において、拠点病院等の医療従事者が連携して診療を行うこと、地域の医療・介護従事者が拠点病院等
で見学やカンファレンスに参加したりすること等の活動を可能とする連携・教育体制のあり方を検討する。

拠点病院等は、緩和ケアについて定期的に検討する場を設け、緊急時の受入れ体制、地域での困難事例への対応について協議すること等によっ
て、地域における患者支援の充実を図る。また、国は、こうした取組を実効性あるものとするため、施設間の調整役を担う者の養成等について必要な
支援を行う。

○質の高いがん医療
を受けられるよう地
域連携体制の検討

○拠点病院等による
医療と介護との連携、
地域における緩和ケ
ア提供体制の検討

個別目標

12

進捗状況
拠点病院等の整備指針において、地域の医療・介護従事者とがんに関する医療提供体制や社会的支援のあり方について情報を共有し、役割分担や
支援等について議論する場を年１回以上設けることを定めており、１拠点病院あたりの平均（年間）は、2018年度報告では5.0回、2019年度調査では5.5
回となっている。

がん治療前に、担当医からセカンドオピニオンについて話を受けたがん患者の割合は、前回調査と比較して、40.3%から34.9%へ減少した。「話はなかっ
た」と回答した人（65.1%）のうち、9.1%が自分や家族からセカンドオピニオンについて尋ねていた。今後も、拠点病院等において、他施設におけるセカンド
オピニオンの活用に関する説明と、セカンドオピニオンの提示が可能な医師や医療機関の紹介を行う体制整備に取り組む。

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3031 １拠点病院あたりの地域連携推進の
ための多施設合同会議の開催数

2019年度現況報告（※） 5.5回 ［2,397回／436拠点病院］ 5.0回 ［2,197回／437拠点病院］
（2018年度報告）

3032 がん治療前に、セカンドオピニオンに
関する話を受けたがん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問13）

34.9% 40.3%
（2014年度調査）

（※）前年１～12月分の実績を集計している。
（注）項目番号3032の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。



（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
②在宅緩和ケアについて

国及び地方公共団体は、在宅緩和ケアの提供や、相談支援・情報提供を行うために、引き続き、地域の医師会や薬剤師会等と協働して、在宅療
養支援診療所・病院、薬局、訪問看護ステーション等の医療・介護従事者への緩和ケア研修等を引き続き実施する。
国は、要介護認定における「末期がん」の表記について、保険者が柔軟に対応できるような方策を検討する。

個別目標

13

進捗状況
遺族調査によると、在宅で亡くなったがん患者の医療に対する満足度は78.8%となっており、緩和ケア病棟で亡くなった方（82.4%）の満足度に次いで割
合が高かった一方、利用した医療について、必ずしも満足していない方もいることが推定された。また、望んだ場所で過ごせたがん患者の割合は47.7%と、
他の疾患と比較して最も高いが、半数程度となっている。亡くなった場所別でみると、自宅86.6%、緩和ケア病棟54.1%、病院40.2%、施設34.1%であった。

がん患者とその家族が、望んだ場所で、適切な医療や支援を利用しながら過ごすことができるよう、取組を進めている。拠点病院等において都道府県
と連携し、二次医療圏内の在宅療養支援診療所リストの作成や、在宅療養支援診療所の医師に対する緩和ケアに関する知識・技術の研修を実施する
とともに、地域緩和ケアネットワーク構築事業で関係施設間の連携・調整を行う「地域緩和ケア連携調整員」を育成している（2016～2019年度修了：延べ
307チーム、959名）。2018年度には、緩和ケア研修の科目に「アドバンス・ケア・プランニングや家族、遺族へのケア」等を追加し、研修対象者を拡大した。
また、65 歳未満のがん患者が要介護認定の申請時、「末期がん」を特定疾病として記載する必要があり、記入しづらく利用が進まないとの指摘を受け、
2019年2月に事務連絡を発出し、「がん」と記載されたもので申請を受理して差し支えないことや申請者の心情に配慮した対応をすること等について周知
している。

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3033 在宅で亡くなったがん患者の医療に
対する満足度

2018年度がん患者の療養生活の
最終段階における実態把握事業

78.8% なし

3034 望んだ場所で過ごせたがん患者の
割合

2018年度がん患者の療養生活の
最終段階における実態把握事業

47.7% なし

○質の高いがん医療
を受けられるよう地
域連携体制の検討

○拠点病院等による
医療と介護との連携、
地域における緩和ケ
ア提供体制の検討



（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
①就労支援について （ア）医療機関等における就労支援について

国は、全国のどの拠点病院等においても、より充実した就労相談支援を受けられるようにするため、拠点病院等で就労支援に携わる者が、患者の
状況を踏まえた適切な支援に必要な知識を身につけることができるよう、必要な研修を実施する。

国は、拠点病院等において、治療の早期から患者ががん相談支援センターを認識し、必要に応じて確実に支援を受けられるよう、拠点病院等にお
けるがん相談支援センターの位置づけ、主治医等の治療スタッフからの紹介の方法など、がん相談支援センターの利用を促す方策を検討し、必要
に応じて、拠点病院等の整備指針に反映することを検討する。また、国は、社会保険労務士等の院外の就労支援に関する専門家との連携、相談の
質の確保及びその評価の方策を検討する。

診断早期の離職を防止するため、拠点病院等をはじめとする医療機関の協力の下、ポスターやリーフレットを活用すること等によって、がん患者に
対する治療と職業生活の両立支援について、周知を図る。

国は、患者が安心して復職できるよう、個々の患者ごとの治療と仕事の両立に向けたプランの作成支援、患者の相談支援及び主治医や企業・産業
医と復職に向けた調整の支援を行う「両立支援コーディネーター」を、拠点病院等、関係団体及び独立行政法人労働者健康安全機構との連携の下
に育成・配置し、主治医等、会社・産業医及び「両立支援コーディネーター」による、患者への「トライアングル型サポート体制」を構築する。

「トライアングル型サポート」を行うためには、拠点病院等で相談支援に携わる者や「両立支援コーディネーター」が、がん患者の治療の状況のみな
らず、必要に応じて、がん患者一人ひとりの社会的な背景や生活の状況等を把握することが重要である。国は、がん患者自身や就労支援に携わる
者が、がん患者のおかれた事情を総合的に把握するためのツールとして、患者の治療、生活、勤務情報等をまとめた「治療と仕事両立プラン（仮
称）」を開発する。また、就労支援に携わる者は、患者個々の事情を把握した上で、患者と事業主との間で復職へ向けた調整を支援する。

また、国は、就職支援において、拠点病院等と安定所との連携を推進する事業について、各地域の実情を踏まえながら事業の拡充を図る。さらに、
がん患者の再就職後の就労継続状況について調査を行い、再就職支援に活かしていく。

個別目標
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項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3041 治療開始前に、就労継続について説
明を受けたがん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問28）

39.5% なし

3042 がんと診断後も仕事を継続していた
がん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問29-1）

82.3% なし

3043 退職したがん患者のうち、がん治療
の開始前までに退職した者の割合

2018年度患者体験調査
（問29-3）

56.8% なし

3044 ハローワークと連携した就職支援を
行っている拠点病院等の数

2019年度長期療養者に対する
就職支援事業

216病院 158病院
（2018年度）

3045 がん相談支援センターにおける就労
に関する相談件数

2019年度現況報告（※１） 29,070件 （※２） 22,497件 （※２）

（2018年度報告）

○「治療と仕事両立プ
ラン」を用いた個々の
事情に応じた就労支
援のための体制整備

○医療機関向けの企
業との連携マニュア
ルの作成・普及

○がん患者や家族の
生活の質を向上させ
る研究、既存施策の
強化や普及啓発

（※１）前年１～12月分の実績を集計している。
（※２）2019年度報告の対象は436病院で、1病院あたり平均66.7件、2018年度報告の対象は437病院で、1病院あたり平均51.5件となっている。
（注）項目番号3041-3043の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。



（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
①就労支援について （ア）医療機関等における就労支援について
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進捗状況
診断時、収入のある仕事をしていた人のうち、治療開始前に就労の継続について、病院の医療スタッフから話が「あった」と回答した人は39.5%であった。
また、診断後も仕事を継続していた人は82.3%であった一方、退職した人のうち、「がん治療の開始前まで」に退職した人は56.8%と半数以上を占めた。

がん患者等が治療と仕事を両立できるよう、働き方改革実現会議（2017年3月）で策定された「トライアングル型のサポート体制の構築」を目指し、両立
支援コーディネーター（※１）の育成・配置や、「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」「企業・医療機関連携マニュアル」等の普
及啓発を進めている。拠点病院等においては、診断時から、個々の事情に応じた就労支援を行うための「治療と仕事両立プラン」（※２）を開発し、2018
～2019年度に「がん患者の仕事と治療の両立支援モデル事業」を実施した。実施機関において、がん相談支援センターへのコンサルテーションや介入
依頼の増加、患者の就労への準備性の向上等、一定の効みられ、2020年度より「がん患者の就労に関する総合支援事業」を拡充する形で、両立支援
コーディネーターの研修を受講した相談支援員を配置し、「治療と仕事両立プラン」を活用した就労支援を推進している。

※１ 独立行政法人労働者健康安全機構において研修を実施し、2019年3月末時点で4,129人を養成。（目標：2020年度までに2,000人養成）
※２ 2017年度厚労科研「働くがん患者の就労継続および職場復帰に資する研究」の研究班で作成。

長期療養者に対する就職支援事業を利用し、ハローワークと連携した就職支援を行っている拠点病院等は、事業開始時（2013年度）の5病院から毎年
増加し、2019年度には216病院まで広がっている。引き続き、個々の希望や治療状況等を踏まえた職業相談・職業紹介を実施するため体制強化を図る。

がん相談支援センターにおける就労に関する相談件数は、新経済財政再生計画改革工程表2018のKPIにおいて、2022年までに年間25,000件を設定
しており、2017年度22,497件から2018年度29,070件へ増加し、目標値を超えている。



（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
①就労支援について （イ）職場や地域における就労支援について

国は、企業が、柔軟な休暇制度や勤務制度など、治療と仕事の両立が可能となる制度の導入を進めるよう、表彰制度等の検討を行うとともに、助
成金等による支援を行う。

企業において、「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」に基づくがん患者の働きやすい環境整備を推進するため、産
業保健総合支援センター等において、経営者等に対する啓発セミナーや産業医、産業保健スタッフ、人事労務担当者等に対する専門的研修を開催
する。

国は、両立支援に係る相談対応や両立支援に取り組む事業場への訪問指導、がん患者と事業場の間の個別調整支援等を実施するとともに、支援
が活用されるよう周知を図る。
企業は、社員研修等により、がんを知り、がん患者への理解を深め、がん患者が働きやすい社内風土づくりを行うよう努める。
がん患者・経験者に対する就労支援を推進するため、地域における就労支援の関係者等で構成するチームを設置し、連携した取組の推進を図る。

現在、職域における健康の保持や増進のための取組として、企業等における「健康経営」を表彰する取組が推進されており、平成27（2015）年の
「健康経営銘柄」の選定に続き、平成29（2017）年２月には中小企業等を対象とした「健康経営優良法人」も認定されているが、その選定基準に、「病
気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み」を盛り込んだ。
国は、治療と仕事の両立等の観点から、傷病手当金の支給要件等について検討し、必要な措置を講ずる。

個別目標
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項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3046 治療と仕事を両立するための社内制度
等を利用した患者の割合

2018年度患者体験調査
（問27）

36.1% なし

3047 治療と仕事を両立するための勤務上の
配慮がなされているがん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問26）

65.0%
［70.8%］（※）

［68.3%］
（2014年度調査）

○「治療と仕事両立プ
ラン」を用いた個々の
事情に応じた就労支
援のための体制整備

○医療機関向けの企
業との連携マニュア
ルの作成・普及

進捗状況
治療と仕事を両立するための社内制度等を利用した人の割合は36.1%、勤務上の配慮がなされていると回答した人の割合は、前回調査と比較可能な
数値でみると、68.3%から70.8%へ増加している。

国は、社内制度の導入を進めるために、事業者が労働者の傷病の特性に応じた両立支援制度を導入または適用した場合、事業者が費用の助成を
受けることができる「治療と仕事の両立支援助成金」の活用を促している。また、企業文化の抜本改革、両立支援の普及推進を図るため、2017年度より、
ポータルサイトの開設や、主に企業を対象としたシンポジウムの開催等を行うとともに、都道府県労働局を事務局とした「地域両立支援推進チーム」を
設置。2019年には全ての都道府県産業保健総合支援センターに両立支援コーディネーターを配置し、産業医が不在の中小企業等に対し、制度導入や
教育等について具体的な支援を実施している。傷病手当金については、出勤に伴い不支給となった期間がある場合、その分の期間を延長して支給を
受けられるよう、支給期間の通算化を行うことを盛り込んだ健康保険法等の改正法案を今国会に提出している。

（※）前回調査と比較するために、実測値に比較補正係数をかけた値。
（注）項目番号3046・3047の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。



（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
②就労以外の社会的な問題について

地方公共団体は、学校におけるがん教育だけでなく、がんに対する「偏見」の払拭や国民全体に対する健康についての啓発につながるよう、民間
団体や患者団体等の協力を得ながら、がんに関する正しい知識を得る機会を設ける。

国は、がん患者の経済的な課題を明らかにし、利用可能な社会保障制度に関する周知の方法や、その他の課題の解決に向けた施策を検討する。

国は、がん患者の更なるＱＯＬ向上を目指し、医療従事者を対象としたアピアランス支援研修等の開催や、生殖機能の温存等について的確な時期
に治療の選択ができるよう、関係学会等と連携した相談支援及び情報提供のあり方を検討する。

国は、家族性腫瘍に関する情報を集約化し、診断、治療及び相談体制の整備や人材育成等について検討する。

国は、拠点病院等におけるがん患者の自殺の実態調査を行った上で、効果的な介入のあり方について検討する。また、がん患者の自殺を防止す
るためには、がん相談支援センターを中心とした自殺防止のためのセーフティーネットが必要であり、専門的・精神心理的なケアにつなぐための体制
の構築やその周知を行う。

国は、障害のあるがん患者の実態やニーズ、課題を明らかにする。各専門分野を越えた連携を可能とするため、障害者福祉の専門支援機関（点
字図書館、生活訓練施設、作業所等）と拠点病院等との連携を促進させる仕組みについて検討する。コミュニケーションに配慮が必要ながん患者や、
がん治療に伴って障害をもった患者等について、ユニバーサルな視点 を取り入れることを検討する。

個別目標
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項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3048 外見の変化に関する相談ができた
がん患者の割合

2018年度患者体験調査
（問22）

2019年度小児患者体験調査
（問22）

成人： 28.3%

小児： 51.8%

なし

3049 治療開始前に、生殖機能への影響
に関する説明を受けたがん患者・家
族の割合（40歳未満）

2018年度患者体験調査
（問16）

2019年度小児患者体験調査
（問13）

成人： 52.0%

小児： 53.8%

成人： 48.2%
（2014年度調査）

3050 がん患者の自殺数 2016年度革新的がん自殺研究推進
プログラム

｢がん患者の専門的精神的心理的
なケアと支援対策に関する研究｣

145人 （※） なし

○がん患者や家族の
生活の質を向上させ
るための研究、既存
施策の強化や普及
啓発

（※）2016年1～6月にがんと診断されたがん患者 546,148人のうち、がん診断後6ヶ月以内に自殺で亡くなった方の人数。
（注）項目番号3048・3049の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。

項目番号3048・3049の小児患者体験調査の対象となる患者は18歳以下。回答者はその家族等。
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進捗状況
がん治療に伴う外見の変化に関する相談ができた人は、成人28.3%・小児51.8%であった。早期から治療による脱毛や爪の変化等について身近な医療
従事者に相談し、苦痛を軽減できるよう、厚生労働科学研究において、2020年度よりガイドラインの改訂、医療従事者プログラムの実装化に向けた研究
を進めている。また、2018年12月には、運転免許証の申請時の写真について、医療上の理由により顔の輪郭が分かる範囲で頭部を布等で覆うこと（帽
子やウィッグを使用すること）が認められるよう、道路交通法施行規則を一部改正。同様に、2020年4月、障害者手帳の交付申請時の写真について、身
体障害者福祉法施行規則、療育手帳制度要綱及び精神障害者保健福祉手帳制度実施要領の一部改正を行った。地域においては、都道府県健康対
策推進事業の中で、アピアランスケア等の相談の実施や普及啓発にかかわる取組を支援していく。

治療開始前に、生殖機能への影響に関する説明を受けた患者・家族は、成人（40歳未満）では前回調査と比較して、48.2%から52.0%へ増加している。
がん患者・家族が、妊孕性温存療法について的確な時期に情報を得て治療選択ができるよう、厚生労働科学研究において、患者・家族や医療従事者、
相談員向けの手引きの作成・普及、精神心理的支援にかかわる人材の育成、各地のがん相談員で取組の共有等を行っている。2021年度より、「小児・
AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業」を開始し、若いがん患者が希望をもって病気と闘い、将来子どもを持つことの希望を繋ぐ取組
の全国展開を図る。

がん患者の自殺については、全国がん登録を用いた調査によると、2016年1～6月にがんと診断された患者 546,148人のうち、がん診断後6ヶ月以内に
145人が自殺で亡くなっていた（がん患者10万観察人年あたり 58.21人、6ヶ月以内に死亡した全がん患者の0.17%）。これは同じ時期の一般人口と比較
すると2.7倍自殺者数が多いことを示しており、このリスクは診断後の期間が短いほど高かった（1ヶ月以内では4.1倍、3ヶ月以内では3.3倍）。このような
実態把握を進めつつ、緩和ケアスクリーニング等による専門的ケアにつなぐ体制の整備や、自殺総合対策における啓発活動やSNSによる相談体制の
拡充を図っている。また、がんとの共生のあり方に関する検討会での議論を踏まえ、2021年度より、自殺のハイリスク要因の分析や効果的に介入するプ
ログラムの開発、自殺を防ぐことができなかった場合の遺族やかかわったスタッフに対するプログラムの開発を目指した研究を行う予定。

（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
②就労以外の社会的な問題について



個別目標

国は、医師・看護師等の医療従事者に対し、長期フォローアップに関する教育を充実させる。「小児がん治療後の長期フォローアップガイドライン」 等を
活用しながら長期フォローアップの体制を整備する。晩期合併症対策を専門とする医療体制を構築するとともに、晩期合併症に関する研究を推進する。

国及び地方公共団体は、医療従事者と教育関係者との連携を強化するとともに、情報技術（ＩＣＴ）を活用した高等学校段階における遠隔教育など、療
養中においても適切な教育を受けることのできる環境の整備や、復学・就学支援など、療養中の生徒等に対する特別支援教育をより一層充実させる。

国は、小児・ＡＹＡ世代のがん患者の長期フォローアップについて、晩期合併症への対応、保育・教育・就労・自立・心理的課題に関する支援を含め、ラ
イフステージに応じて成人診療科と連携した切れ目のない相談等の支援の体制整備を推進する。
国は、小児・ＡＹＡ世代のがん経験者の就労における課題を踏まえ、医療従事者間の連携のみならず、安定所、地域若者サポートステーション 等を含
む就労支援に関係する機関や患者団体との連携を強化する。

国は、緩和ケアに従事する医療従事者が、小児・ＡＹＡ世代のがん医療に携わる診療従事者と問題点や診療方針等を共有できるようにすること、入院
中だけでなく外来や在宅においても連携できるようにすることを目的として、例えば、小児がん緩和ケア研修会を実施するなど、小児・ＡＹＡ世代のがん
患者に対する緩和ケア提供体制の整備や在宅療養環境の整備等に必要な方策を検討する。
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（５）ライフステージに応じたがん対策
①小児・AYA世代について

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

3051 （小児がん拠点病院＋小児がん連携
病院のうち）院内学級体制・宿泊施設
を整備している施設の割合（※１）

2019年度現況報告 100%（15/15） 100%（15/15）
（2018年度報告）

3052 治療開始前に、教育支援等について、
医療従事者から説明を受けたがん患
者・家族の割合

2019年度小児患者体験調査
（問37）

68.1% なし

3053 治療中に、学校・教育関係者から、治
療と教育の両立に関する支援を受け
た家族の割合

2019年度小児患者体験調査
（問39）

76.6% なし

3054 家族の悩みや負担を相談できる支援
が十分であると感じているがん患者・
家族の割合（3003再掲）

2018年度患者体験調査
（問30-2）

2019年度小児患者体験調査
（問40-2）

成人： 48.7%
［57.6%］（※２）

小児： 39.7%

成人： ［37.1%］
（2014年度調査）

○継ぎ目ない診療や
長期フォローアップ
が受けられる体制
の整備

（※１）新型コロナウィルス感染拡大による現場の状況を鑑み、2019年実績の報告は一部の医療機関を
除き中止したため、小児がん拠点病院のみのデータとなっている。

（※２）前回調査と比較するために、実測値に比較補正係数をかけた値。
（注）項目番号3054の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。

項目番号3052-3054の小児患者体験調査の対象となる患者は18歳以下。回答者はその家族等。
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（５）ライフステージに応じたがん対策
①小児・AYA世代について

進捗状況
小児がん拠点病院では、院内学級体制及び家族等が利用できる宿泊施設（長期滞在施設）またはこれに準じる施設が整備されていることを指定要件
に定めており、すべての小児がん拠点病院に設置されている。

治療開始前に、教育の支援等について医療従事者から話があったと回答した人の割合は68.1%、治療中に、学校や教育関係者から治療と教育を両方
続けられるような配慮があったと回答した人の割合は76.6%であった。
療養中においても適切な教育を受けることのできる環境の整備や復学・就学支援は重要で、小児がん相談員の研修や事例の共有を行っており、2020
年度には同部会で「教育支援検討ワーキンググループ」が発足された。また、高等学校段階の取組が遅れていることが指摘されていることから、2019年
度より「高等学校段階における入院生徒に対する教育保障体制整備事業」（文部科学省）や、厚生労働科学研究において、がん患者の高校教育の支援
の好事例の収集や実態・ニーズ調査を実施し、高校教育の提供方法の開発と実用化にむけた研究を進めている。文部科学省では、2019年11月に発出
した通知において、病気療養中等の高等学校段階の生徒に対して同時双方向型の授業配信を行う場合、受信側に当該高等学校等の教員を配置する
ことは必ずしも要しないこととした。加えて、2020年４月の「学校教育法施行規則」の改正により、メディアを利用して行う授業（同時双方向型）により修得
する単位数等については、制限の緩和を図り上限を超える単位修得等を認めることとした。

家族の悩みや負担を相談できる支援が十分であると感じている患者・家族の割合は、成人では前回調査と比較可能な数値でみると、37.1%から57.6%
へ増加した。小児では初めて調査を実施し、39.7%であった。小児・AYA世代にあるがん患者については、保育・教育・就労・自立・心理的課題に関する支
援、晩期合併症への対応を含め多岐にわたることから、長期にわたり多職種による対応が必要である。厚生労働科学研究において、AYA世代のがん
患者に対する包括的ケアを提供する体制として多職種支援チームと地域ネットワークのモデル構築に関する研究や、成人期以降のがん経験者の健康
管理のあり方、思春期世代の患者の学業との両立支援、適切な意思決定支援のあり方に関する研究を進めるとともに、小児・AYA世代の長期フォロー
アップ体制整備事業による人材育成を行っている。



「これらを支える基盤の整備」の
中間評価指標について
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がん研究

人材育成 がん教育・がんに関する知識の普及啓発

がん医療の進歩・細分化が進んだことや、
がんの特性・ライフステージに応じた対応
のため、専門的な人材育成が求められて
いる。

学校でがん教育を実施するため、教員や外部講師を対象とした
研修会等の実施

民間団体や患者団体によって実施されている普及啓発活動の
支援

４．これらを支える基盤の整備

「がん研究10か年戦略」に基づき、長期的視点を持って研究成果を産み出すこととしている。
一方で、現在のがん患者を取り巻く社会の状況に応じた更なる研究が求められている。

「がん研究10か年戦略」の見直し
ＡＭＥＤによる、基礎的な研究から実用化に向けた研究までの一体的な推進
小児がん、希少がん、難治性がん等の標準的治療の確立や診療ガイドラインの策定
新たな治療法の開発が期待できるゲノム医療や免疫療法の研究の推進

がん医療や支援の均てん化に向けた、
幅広い人材の育成についての検討

がん医療を専門とする医療従事者の
養成の継続

ゲノム医療や希少がん及び難治性が
んへの対応や、ライフステージに応じ
た対応ができる医療従事者等の育成

学校におけるがん教育について、地域によって外部講師の活用や、
教員の知識等が不十分。

民間団体が実施している普及啓発活動への支援が不十分。

取り組むべき施策

現状・課題

現状・課題現状・課題

取り組むべき施策

取り組むべき施策
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進捗状況

都道府県のがん対策推進協議会の委員総数における患者代表委員の人数の割合は、2019年度では13.6%、2020年度では13.7%となっており、都道府
県のがん対策の議論に、一定割合の患者代表が参画している。なお、がん対策推進協議会委員の中に、1人も患者代表委員が入っていない都道府県
は認められなかった。

がん患者等を含めた国民の視点に立ったがん対策の実現を目指し、第３期がん対策推進基本計画では、「国及び地方公共団体は、関係者等の意見
の把握に努め、がん対策に反映させていくことが重要である。」「都道府県計画の見直しの際には、都道府県の協議会等にがん患者等が参画するなど、
都道府県は、関係者等の意見の聴取に努める。」等としている。引き続き、がん患者等の意見を把握し、がん対策に反映できるよう取り組んでいく。
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がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

4001 都道府県がん対策推進計画の策定
過程におけるがん患者を代表する者
の参加割合

厚生労働省がん・疾病対策課調べ 13.7% （※）
（2020年度）

13.6%（※）
（2019年度）

（※）計算方法
患者代表委員の人数／都道府県がん対策推進協議会委員総数
（分子・分母ともに4月1日時点の各都道府県の合計）



個別目標

「がん研究10か年戦略」は、本基本計画を踏まえ、中間評価や内容を見直すこととしており、国は、現状のニーズや我が国に求められている研究
について、有識者の意見を参考にしつつ見直す。

ＡＭＥＤは、基礎的な研究から実用化に向けた研究までを一体的に推進するため、有望な基礎研究の成果の厳選及び医薬品・医療機器の開発と
企業導出を速やかに行うための取組を推進する。

「ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト」を中心として、関係省庁が協力し、小児がん、希少がん、難治性がん等の標準的治療の確立や診療
ガイドラインの策定及びバイオマーカー の開発に向けた取組をより一層推進する。
また、新たな治療法の開発が期待できるゲノム医療や免疫療法について、重点的に研究を推進する。

国は、ゲノム医療に関しては、「がんゲノム情報管理センター（仮称）」に集積された情報を分析すること等により、戦略的にがん研究を進める体制
を整備する。

国は、革新的な診断法や治療法を創出するため、リキッドバイオプシー等を用いた低侵襲性診断技術や早期診断技術の開発、新たな免疫療法に
係る研究等について、戦略的に研究開発を推進する。

国は、健康に無関心な層に対して、がんの予防法を周知する方法を含め、効果的な健康増進に関する研究に取り組む。これらの研究の必要性を
戦略上より一層明確に位置づけ、関係省庁、関係機関等が一体となって推進する。

国は、患者の声を取り入れながら、がん罹患後の社会生活に関する研究や、中長期的な後遺症に対する診療ガイドラインを作成するための研究
など、サバイバーシップ研究を推進する。
国は、治験をはじめとした臨床研究の情報を医療従事者や国民にわかりやすく提供するとともに、関係団体等と連携し、治療開発を一層推進する。
ＡＭＥＤは、海外の研究体制と同様、我が国でも患者やがん経験者が研究のデザインや評価に参画できる体制を構築するため､平成30（2018）年

度より、患者及びがん経験者の参画によって、がん研究を推進するための取組を開始する。また、国は、研究の計画立案と評価に参画可能な患者
を教育するためのプログラムの策定を開始する。
国は、近年著しく進歩しつつある革新的医療機器については、均てん化に資する更なるコストダウン等に向けた研究開発を推進する。

国は、拠点病院等や小児がん拠点病院と臨床研究中核病院等との連携を一層強化し、がん患者に対して、臨床研究を含めた治療選択肢を提供
できる体制を整備する。
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４．これらを支える基盤の整備
（１）がん研究

○科学技術の進展や

臨床ニーズに見合っ
た研究の推進

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

4011 日本発の治療薬の創出に向けて
導出された治験の数

国立研究開発法人日本医療研究
開発機構の調査

1件 ［累積15件］
（2019年度）

1件 ［累積14件］
（2018年度）

4012 日本発の診断薬の創出に向けて
導出された治験の数

国立研究開発法人日本医療研究
開発機構の調査

1件 ［累積2件］
（2019年度）

1件 ［累積1件］
（2018年度）

4013 日本発の医療機器の創出に向け
て導出された治験の数

国立研究開発法人日本医療研究
開発機構の調査

2件 ［累積2件］
（2019年度）

0件 ［累積0件］
（2018年度）

4014 日本臨床研究実施計画・研究概
要公開システム（JRCT）に登録さ
れた研究数

国立研究開発法人日本医療研究
開発機構の調査

70課題 ［14課題（※）］
（2019年度）

61課題 ［19課題（※）］
（2018年度）

（※）括弧内は、当該年度における新規採択した課題数。



25

進捗状況
「がん研究10か年戦略（2014年3月）」にてアンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究の必要性が掲げられ、また、「健康・医療戦
略（2014年7月）」では、2020年までの達成目標として、日本発の革新的ながん治療薬の創出に向けた10種類以上の治験への導出が掲げられた。2019
年度までに、15種類の治験への導出を行い、健康・医療戦略における目標を達成するなど、着実に研究成果をあげている。

「がん研究10か年戦略（2014年3月）」において、アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究や、患者に優しい新規医療技術開発
に関する研究の必要性が掲げられ、リキッドバイオプシーを用いた治験の研究開発において診断薬の開発も付随的に実施する2課題を実施。

「がん研究10か年戦略（2014年3月）」において、患者に優しい新規医療技術開発に関する研究の必要性が掲げられている。「新規BNCT治療システム
による再発難治性高悪性度髄膜腫に対する第II相医師主導治験に関する研究開発」、「針穿刺ロボットを用いたがんに対する低侵襲治療『CT透視ガイ
ド下アブレーション』の検証的医師主導治験」の2課題において治験を実施中。

「臨床研究法」及び「再生医療等の安全性の確保等に関する法律」の規定に基づき、2018年度は61課題（19課題（※１））、2019年度は70課題（14課題
（※１））の特定臨床研究等（※２）の登録を適切に行った。

※１ 括弧内は、当該年度における新規採択した課題数。

※２ 一部、再生医療等研究・第一種、非特定臨床研究を含む。

（１）がん研究



個別目標

国は、がん医療や支援の均てん化に向けた、幅広い人材の育成について、検討を行う。

国は、文部科学省におけるこれまでの取組において構築された人材育成機能を活用し、がん医療を専門とする医療従事者の養成を継続するとと
もに、ゲノム医療や希少がん及び難治性がんへの対応や、小児・ＡＹＡ世代や高齢者といったライフステージに応じたがんへの対応ができる医療従
事者等の育成を推進する。

国は、今後、緩和ケアをがん以外の疾患に広げていくために、大学等の教育機関において、実習等を組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログ
ラムの充実や、緩和医療に関する講座の設置も含め、医師の卒前教育を担う指導者を育成するための積極的な取組を推進する。また、看護教育及
び薬学教育においても、基本的な緩和ケアの習得を推進する。
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（２）人材育成

○今後のがん医療や
支援に必要な人材と
育成のあり方の検討

項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

4021 緩和ケア研修修了者数（医師・医
師以外）（3017再掲）

2019年度がん等における新たな
緩和ケア研修等事業

139,467人 124,184人
（2018年度）

4022 がんゲノム医療コーディネーター
研修会参加人数

2019年度がんのゲノム
医療従事者研修事業

216人（※） 336人（※）
（2018年度）

4023 小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォ
ローアップに関する研修会参加人
数

2019年度小児・AYA世代のがんの
長期フォローアップ体制整備事業

214人 204人
（2018年度）

4024 緩和ケアに特化した講座を設置し
ている大学の数

医学部（医学科）における学生の
状況等各種調査（文部科学省）

24大学 ［81大学中］
（2020年度）

18大学 ［80大学中］
（2016年度）

進捗状況
がんゲノム医療コーディネーター研修会を2018年度より実施しており、2018年度において336人、2019年度において216人、2020年度においては現時
点で341人が研修を修了している。2021年度以降、さらに多くの医療従事者が受講できるよう、がんゲノム医療中核拠点病院において研修を実施予定。

小児・AYA世代のがんの長期フォローアップに関する研修会を2017年度より実施しており、年間約200人が参加している。

文部科学省では継続して、がん専門医療人材の養成に取り組む大学への支援を実施しており、がん医療人材養成の拠点大学における優れた取組
の他大学等への普及を推進している。その結果、がん緩和ケアに特化した講座を設置している医学部医学科を置く大学の数は、2016年度において18
大学（80大学中）であったところ、2020年度において24大学（81大学中）と増加している。

（※） 2018年度は3回開催。2019年度は2回開催予定であったが、新型コロナウィルス感染症の影響により1回とした。



項目番号 中間評価指標 用いた調査 数値 参考数値

4031 外部講師を活用してがん教育を
実施した学校の割合

2018年度におけるがん教育実施
状況調査（文部科学省）

8.1% ［3,007校／37,169校］（※） 7.2% ［2,676校／37,375校］（※）
（2017年度）

4032 がん相談支援センター/相談支
援センターを知っている患者・家
族の数（再掲）

2018年度患者体験調査
（問31）

2019年度小児患者体験調査
（問41）

成人： 66.4%

小児： 66.4%

成人： 56.0%
（2014年度）

4033 がん対策推進企業アクションの
参加企業数

厚生労働省がん・疾病対策課調べ 3,328
（2019年度）

2,908
（2018年度）

個別目標

○地域の実情に応じ
た、外部講師の活用
体制の整備とがん教
育の充実。

○がんに関する知識
の普及啓発。

国は、学校におけるがん教育について、全国での実施状況を把握する。教員には、がんについての理解を促すため、外部講師には、学校でがん
教育を実施する上での留意点や指導方法を周知するため、教員や外部講師を対象とした研修会等を実施する。

都道府県及び市町村において、教育委員会及び衛生主管部局が連携して会議体を設置し、医師会や患者団体等の関係団体とも協力しながら、ま
た、学校医やがん医療に携わる医師、がん患者・経験者等の外部講師を活用しながら、がん教育が実施されるよう、国は必要な支援を行う。

国や地方公共団体は、引き続き、検診や緩和ケア等の普及啓発活動を推進する。また、民間団体や患者団体によって実施されている普及啓発活
動をより一層支援するとともに、がん相談支援センターやがん情報サービスに関する広報を行う。
事業主や医療保険者は、雇用者や被保険者・被扶養者が、がんに関する正しい知識を得ることができるよう努める。

進捗状況
学校でのがん教育について、外部講師を活用したがん教育の実施は、2018年度で8.1%となっている。実施状況調査の結果を踏まえ、新学習指導要
領及び地域の実情に応じた取組を支援するとともに、各自治体等での取組の成果を横展開することにより、がん教育を促進している。また、がん教育
実施上の留意事項や効果的な進め方についての講義、先進事例の発表や協議等を盛り込んだ実践的な研修会を実施し、教員及び外部講師の質の
向上を図っている。がん経験者や教育・医療従事者等を対象にした「2020年度がん教育研修会・シンポジウム」では計1,293名の参加申込があった。さ
らに、外部講師によるがん教育の一層の充実を図るために、がん教育推進のための教材、外部講師を用いたがん教育ガイドライン、指導参考資料の
改訂を行い、周知啓発を行うとともに、外部講師活用体制を整備するための各都道府県の取組を支援していく。

職場におけるがんに関する知識の普及啓発として、「がん対策推進企業等連携事業（がん対策推進企業アクション）」を実施しており、本事業に賛同
する企業・団体（推進パートナー）の参加を促進し、企業数は、事業開始から着実に増加しており、2019年度で3,328社・団体となっている。自発的なが
ん検診受診率向上活動等のサポートを行うとともに、普及啓発ツールの作成、活動状況やがん対策に資する情報に関する情報発信等に加え、女性や
優良企業表彰制度の創設や中小企業に対する普及啓発等を行い、職場における取組を推進していく。
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（※）外部講師を活用してがん教育を実施した学校／調査校の総数。

（注）項目番号4032・4033の患者体験調査の対象となる患者は19歳以上。
項目番号4032の小児患者体験調査の対象となる患者は18歳以下。回答者はその家族等。

（３）がん教育・がんに関する知識の普及啓発


